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第 4 回講義 2026 年 5 月 30 日

世界で進む権威主義化

「自由・民主主義」の浸食

慶應義塾大学大学院 法務研究科（法科大学院）教授 横大道 聡

本日はお招き頂きありがとうございます。今回の私の講義の主題は、世界で進む権威主義化によ

り自由主義・民主主義が浸食されているのではないか、という国際情勢に関して、私の専門である

憲法の視点を踏まえながら論じて頂きたい、とのご要望を佐倉市国際文化大学から頂きました。2025

年 6 月 12 日の日経新聞への私の寄稿記事から、このご要望を頂いたのではないかと思います。私は

元々は米国憲法、特に表現の自由について研究しておりましたが、各国憲法を比較する分野に研究

領域を拡大、そのなかで各国が抱える課題、特に民主主義の後退、法の支配の後退が世界的に観察

され、このことの解釈が一つのテーマになり、研究していたところ文大にお声掛け頂きました。

■民主主義とは、権威主義とは

まず言葉を整理し、「民主主義」「自由主義」「権威主義」について考えます。これらの言葉の

定義は中々難しく、それだけで 1 冊の本が書けるほどで、「民主主義」Democracy は「民主制」（制

度的観点）、「民主政」（政治的観点）など、訳語だけでも議論になるほどですが、薄く定義する

か濃密に定義するかで大きく 2 種に分けられると思います。薄く形式的には「政治の意思決定に国

民が参加する制度」と定義出来ますが、その前提として表現の自由、国民の平等、などの諸条件を

足してゆくと徐々に定義が濃密になり、論争が生じてきます。

民主主義とはそのようなものである、との前提のもとに、民主主義と対置して使われる言葉が、

かつては「全体主義」で、民主主義 vs.全体主義、というような雑な議論もかつてはありました。

しかし全体主義の中にも濃淡のグラデーションはあるだろう、との考えから、政治学者ホアン・デ

ィンスにより新たに造られた用語が、民主主義と全体主義の中間に位置する「権威主義」です。

典型的な全体主義の例としてナチス・ドイツ、イタリアのファシスト政権、ソ連スターリン政権

が挙げられます。そこ迄には至らないが民主主義とは言えない国家が権威主義国家と分類されます。

「権威主義」とは、以下の特徴を持ちます。①限定された複数の集団（軍隊・宗教・特定政党な

ど）が支配している、但しナチスドイツのような一党独裁ではなく多元的である、②特定のイデオ

ロギー（共産主義・ナチズム・スターリン主義等）は信奉せず国民感情・メンタリティ（愛国心・

自国民優位性等）に訴えかけて国民を動員する、③国民が反対した場合、全体主義のように国民を

弾圧はせず、国民の反対を削ぐよう世論をコントロールする、④個人独裁者と異なりある程度予測

可能な範囲で権力を裁量的に行使する。権威主義国家の例としては、フランコ将軍体制下のスペイ

ン、ナセル大統領時代のエジプト、南米諸国、現代ではシンガポールなどが挙げられます。世界で

権威主義化が進んでいる、ということは、上記のような体制の国が増えているということです。

現代では純粋な意味での全体主義国家は、北朝鮮を例外として、ほぼ消滅していますので、政治

学分野では全体主義を論じる意味があまり無くなり、権威主義を研究し解像度を上げ、権威主義国

家を複数のタイプに分類し、それによりその国家をより詳しく理解する方向に向かっています。

■民主制の分類

民主主義体制を分類しますと、直接民主制と間接民主制があります。直接民主制は直接賛否で民

意を国民に問う制度で、小人口国であれば可能ですが、ある程度以上の人口の国では国民の全員参

加で毎回意思表示を行うことは時間も労力も要するので、選挙で代表を選び、その代表に統治をゆ

だね、定期的に選挙で賛否の意思表示を行う間接民主制（代表民主制）を採用する国が増えていま

す。日本も代表民主制で、そのことは日本国憲法前文に謳われています。代表民主制にとり、国民
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の直接的な意見表明の機会をどこまで組み入れるかは課題で、日本のように法律案提案や自治体住

民投票など直接意思表示を一部取り込んで運営する場合もあります。

代表民主制は、国連憲章や日本国憲法においても、選挙を正当に行って代表を選び、国を運営し

てゆく事が基本であると述べられています。しかしながら、選挙を行っていれば民主制かと言うと

そういう訳では無く、選挙を行いながら権威主義化してゆく国もあり、注意が必要です。

繰り返しになりますが、「権威主義」とは「民主主義」との対置で使われる言葉であり、これを

手がかりにしながら、次の議論に進んでゆきたいと思います。

■民主主義の測定・数値化

「権威主義化が進んでいる」あるいは「自由主義・民主主義が後退している」事は、どのように

判るのでしょうか。体感的にそう思う、では説得力が無いので、具体的に数値化して考える必要が

あります。民主主義の度合いを或る基準で数値化し、その基準で数値の経年変化を見れば、民主主

義の進展あるいは後退が判ります。毎年公表される有名な民主主義数値化基準として(1)英国エコノ

ミスト誌のデモクラシー・インデックス（DI）、(2)国際的 NGO フリーダムハウスのフリーダムハウ

ス指標（FHI）、(3)スウェーデン・イェーデポリ大学を中心とした世界中の研究者ネットワークに

よる V-Dem（Varieties of Democracy）があります。

(1) DI は 60 項目の指標を各 10 点満点で採点し、平均点数から当該国の体制を 4 種類（完全な

民主主義/欠陥のある民主主義/混合体制/権威主義体制）に区分します。直近の 2024 年公表値では

約 200 か国中の上位を北欧諸国とニュージーランドが占め、アジア圏では台湾がトップで 12 位、日

本は 2 番目で 16 位（8.48 点）で、「完全な民主主義」国に分類されています。南米ウルグアイが

15 位で日本を上回っています。トランプ大統領の米国は順位を下げ「欠陥のある民主主義」国とさ

れました。

(2) FHI は当該国の自由度を図る指標ですが、政治的自由度も含まれるため、民主度を測る指

標としても用いられます。10 項目の政治的自由度と 15 項目の市民的自由度を採点し、当該国を 3

種類（自由/一部自由/自由ではない）に分類します。上位は同様に北欧諸国とニュージーランド、

アジア圏では日本がトップで 14 位、ウルグアイは 12 位で日本を上回っています。ロシア占領下の

ウクライナ諸州は自由度最下位です。

(3) V-Dem は最も権威ある民主主義指標として頻繫に引用されます。民主主義を色々なとらえ

方で数値化することが特徴で、数百の項目から、自由民主主義指標、平等民主主義指標、参加民主

主義指標、熟議民主主義指標、などを数値化します。上位は同じく北欧諸国、アジア圏では韓国が

トップで 22 位、日本は 2 番目で 24 位、ウルグアイは 13 位です。日本は政治への「参加」の順位が

67 位と低く、これが総合順位を 24 位に押し下げています。一方「平等」は 4位と高いです。

これら 3 種の指標の他にも民主主義を数値化する指標はあり、それら各種の指標の経年変化を見

ると、この 10 年で世界的に民主主義が後退し、権威主義が進んでいることが客観的に確認されます。

日本は民主主義度最上位ではありませんが、そこそこ頑張っているという感じです。多くの日本

人にとり馴染みが薄い南米ウルグアイが高い民主度をどのように実現したのか、今後研究の必要が

あるかもしれません。また、民主度上位の北欧諸国は君主制国家（王国）であることが多く、日本

もそうですが、王国のほうが民主度が安定している、との指摘もなされています。何故身分制度を

残している王国のほうが民主的に安定しているのか、それは王室が国民を（心理的に）統合し分断

を防ぐ役割を果たしているからではないか、との興味深い研究があります。例えば被災地を王室/

皇族が慰問すれば被災者は精神的安堵を得られますが、政治家がそれを行えば「票集めのためだ」

と批判されかねません。

民主主義指標の数値データから、世界的に民主主義は後退し権威主義が拡大していることが判り

ます。次に、権威主義拡大の原因は何か、原因が判ったら対処方法はどうするか、を考えてゆきた
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いと思います。

■民主主義後退の背景

改めて民主主義指標の数値データを見ますと、以下のことが判ります。

 2025 年時点で、世界の平均的な市民が享受する民主主義のレベルは I978 年の水準まで低下し

（V-Dem）、1970 年代半ばから始まった「民主化の第 3 の波」による成果のほとんどが消失した。

アメリカ合衆国は、50 年以上にわたって維持してきた「自由民主主義国」としての地位を失った。

 2025 年末時点で、世界には 92 の権威主義体制国家と 87 の民主主義国家が存在する。

世界人口のほぼ 4 分の 3（74％、約 60 億人）が、権威主義体制の下で暮らしている。

表現の自由は、依然として民主主義に対する攻撃の主要対象であり続けており、2025 年までに 44

か国で状況が悪化している。

世界の自由は 20 年連続で悪化（FHI）。過去 20 年間で「一部自由（Partly Free）」のグループ

が大幅に縮小し、その多くが「自由がない国（Not Free）」へと転落した。

こうした動向を指して「自由・民主主義の浸食」ないし「後退（backsliding）」が叫ばれている。

このような世界的な民主主義後退の背景として、西欧における極右政党やポピュリスト政党の台

頭があります。その背景にあるのは既存の主流派政党に対する有権者の不満で、旧来から存在して

いる政党は自分達有権者の不満を考慮してくれていない、そういう不満を極右政党・ポピュリスト

政党が受け皿として吸収している。また、東欧や中央アジアでは、既存の政党というよりも政府自

体への不信感から「極右・極左のポピュリスト政党 」が支持を集め易い土壌がある、との指摘があ

ります（DI）。現在進行中の「専制政治化（強権政治化）」を主導する役割をポピュリズム政権・

ポピュリスト政治家が担っているとの指摘（V-Dem）、また、武力紛争国や軍事クーデターを経験し

た国、独裁者による抑圧で自由が低下した国のほか、「自由な国」に分類されていた様々な国にお

いても、自由で公正な選挙や独立した立法府・裁判所など権力を監視する制度が形骸化していると

の指摘があります（FHI）。

民主主義の後退現象がどのように生じているかを考えますと、自由主義の国が権威主義化してゆ

く場合、突然独裁者が現われて好き勝手にやるから民主主義指標値が低下する、という訳では無い。

むしろ選挙で選ばれたポピュリスト指導者が、「民意による支持」を背景に、支配や権力分立など

の民主主義の枠組みを内側から破壊し、特定人物や特定グループに権力を集中させてゆき、それに

よりその国の民主主義指標値が低下する、との現象が生じています。

主流派政治に対する国民の不満を吸収する受け皿となっているのは既存野党でなく新規ポピュリ

ズム政党で、「君たち国民を代表するのは我々（ポピュリスト）ですよ」と主張して支持を集めま

す。そのようなポピュリストがひとたび権力を握ると、クーデターのような劇的なかたちではなく、

一見合法的な手段を用いて、法の支配、独立した機関、表現の自由などを徐々に蝕んでゆく。この

ことによって、民主主義の後退が進んでいるとの認識がなされます。具体的には例えば、ポピュリ

ズム政党の行為に対して裁判所が「憲法違反である」との判断を下す。するとポピュリスト政治家

は「我々は選挙を経て選出された、国民の代表である。その我々が決めたことを、何故選挙を経て

いないお前達裁判官が違憲と判定するのか。お前達の権限を減らす」あるいは「自分達ポピュリス

ト政治家は民意に支持されているので、お前達裁判官の指示には従わない」として、裁判所の判断

を軽視する、あるいは司法の独立を脅かす行動を取ります。「自分達こそが民意を代表しているの

だ」と主張する、これがポピュリスト政治家の特徴の一つです。

世界におけるポピュリズム政治の台頭が民主主義を後退させていることから、ポピュリズムとは

何なのかを理解することが、「世界で進む権威主義化―『自由・民主主義』の浸食」への対処・対

応を考える手がかりとなります。
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■ポピュリズムとは

ポピュリズムの定義に関しては多くの意見・議論がありますが、大別して、ポピュリズムを「戦

略（strategy）」として捉える見方と、「イデオロギー」として捉える見方があります。

ポピュリズムを戦略として捉える場合、ポピュリズムとは概ね「個人的な指導者が、組織化され

ていない多数の支持者からの、直接的で、（例えば労働組合などに）媒介されず、制度化されてい

ない支持を基盤として、政治権力を追求・行使する戦略」と定義されます。

ポピュリズムをイデオロギーとして捉える場合、ポピュリズムは「社会が『汚れなき人民』対『腐

敗したエリート』という敵対する二つの陣営に分かれると考え、政治とは汚れなき人民の意志を表

現するものであるべきだと論じる、中心の薄弱なイデオロギー」との見方がなされます。

■ポピュリズムと民主主義との関係

これらの定義のみからはポピュリズムはさして弊害が大きいとは見えず、民主主義（薄く形式的

な定義；選挙を通じて代表を選び政治を行う）と必ずしも相性が悪いものではありません。研究者

達の見解は「ポピュリズムそのものは民主的制度にとって良いものでも悪いものもない」「ポピュ

リズムは本質的には（選挙を通じ民意を反映させるので）民主的だが、現代世界において支配的な

モデルであるリベラル・デモクラシー（自由民主主義；多数派のみならず少数派意見も尊重）とは

相性が悪い」「ポピュリズムは、極端な多数派支配を擁護する、ある種の非リベラルなデモクラシ

ー理念」「ポピュリスト政党は、選挙に変わる別の政権選択の方法を提唱しているわけではない点

では、反民主主義的な勢力ではない」などです。

しかしながら民主主義をより濃く定義した場合、ポピュリズムと民主主義は相反することになり

ます。著名研究者ミュラーは以下のように指摘します。「ポピュリズムの真の問題は多様性を否定

している事で、それにより特定の市民の自由かつ平等な地位を実質的に否定しているに等しい」「ポ

ピュリズムが傷つけているのは民主主義それ自体であることをしっかりと認識すべき」「民主主義

は多元主義と承認を必要とする（が、ポピュリズムはこれを否定する）」「多元主義（pluralism）

とは、自由かつ平等であると尊重しつつも、アイデンティティや利害の点で異ならざるを得ない他

者と、同じ政治空間を共有するための公正な条件を見出そうとする義務・責任である」。

■カメレオンのようなポピュリズム

ポピュリズムのもう一つの特徴は、イデオロギーとして捉えた場合、あまり中身が無い「中心の

薄弱なイデオロギー」である点です。ファシズム、自由主義、社会主義といった「中身の詰まった

イデオロギー」とは異なります。そのため、ポピュリズムは様々な他の主義と結び付き易く、ナシ

ョナリズムにもコスモポリタニズムにも、右派にも左派にも、結びつきます。このため「カメレオ

ンのようだ」と例えられることがあります。

ナショナリズムとは「政治的な単位と民族的な単位とが一致しなければならないと主張する一つ

の政治的原理」あるいは「自分たちは現実の、あるいは潜在的な『ネイション』を構成していると

思っている成員が存在する集団において、その自治と統一とアイデンティティを確立し維持するこ

とをめざすイデオロギー的運動」と定義されます。

左派ポピュリズムは「我ら（グローバルな市民）」を、経済的に困窮する層、労働者、社会的弱

者、マイノリティを含むものとし、社会的平等・再分配・反新自由主義を強調します。

右派ポピュリズムは、文化的・民族的に同質的な 国民を「我ら」として、移民や外国人、宗教的

マイノリティ、国際機関や外国政府を「奴ら」として捉える傾向があります。

重要なことは「ポピュリズムイコール右派、ではない」ということで、この点、注意が必要です。

日本では自民党・安倍政権が「右派でポピュリズムだ」と言われましたが、国際的なポピュリズ

ムの定義から考えると、安部政権はポピュリズム政権ではない、と評価されています。外国人著名

研究者の見解「安倍首相は、日本におけるポピュリストの台頭を抑制し、地域・国際秩序の維持に

おける日本の役割の強化に努めてきたと世界では受け取られている」「多くの国を訪れましたが、
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ポピュリズムの台頭が見られない国に来たのはこれ（日本）が初めてです」など。日本では「大衆

迎合的＝ポピュリスト」と考えられがちですが、先に述べたように、国際的定義ではポピュリスト

とは「純粋な人民 vs 腐敗したエリートの二項対立構図の中で、人民の声を反映した政治を行う」人

たちであり、この定義によるポピュリスト政治家は、日本では多くありません。敢えて例えれば、

れいわ新選組がポピュリズム的で、参政党はポピュリズム的ではありません。

「ポピュリズムイコール排外主義、ではない」ことにも注意が必要です。ポピュリズムは排外主

義と結びつくことも、結びつかないこともあります。Fake News や扇動的な切り貼り動画で人々を

扇動するのがポピュリズム、という訳でもありません。これらは手段に過ぎず、そういう事をする

ポピュリストも居れば、しないポピュリストも居ます。繰り返しになりますが、ポピュリズムは二

項対立に依拠し中心が薄弱な脆弱なイデオロギーに過ぎないので、様々な他の主義主張と結びつき

易いのです。

■ポピュリズムと相性が悪い主義主張

一方、ポピュリズムと相性が悪いのが、エリート主義と多元主義です。

「エリート主義」とは、『人民』は愚かで危険で不誠実で低俗であり、『エリート』が道徳面だ

けでなく文化や知性においても勝っているので、政治はエリートだけが行い、下々の人民は口を出

すべきではない、とする考え方です。この考えに基づけばデモクラシーは完全否定、あるいは制限

されたデモクラシーのモデルが提唱されることになります。「腐敗したエリートではなく純粋な人

民の意思を反映した政治を行う」ポピュリズムは、これと正反対です。

「多元主義」は、ポピュリズムとエリート主義双方の二元論的な物の見方の対極に位置し、社会

はさまざまに異なる考えや利益を持ちながら共通する部分も持つ、多種多様な社会集団に分けられ

る、との考えです。多元主義では「社会には権力の中心がたくさんあってしかるべきであり、政治

とは、妥協や合意によってできるだけ多くの集団それぞれの利害や価値観を反映させるべきである。

したがって権力は社会にあまねく振り分けられ、特定の集団が自分たちの意志を他集団に押し付け

る力を獲得できないようにするべきだ」と考え、二元論的な見方のポピュリズムとは対立します。

■レッテル貼りは NG

「ポピュリズム」や「ポピュリスト」という言葉は批判を込めたネガティブな意味で使われるこ

とが多いですが、「貴方はポピュリスト」という単なるレッテル貼りは、ポピュリズムの本質を見

失わせる惧れがあり、生産的ではありません。レッテルを貼って「あいつらはポピュリストだから

ダメだ」と蔑視し切り捨てる（言わば思考停止に陥る）のではなく、何故ポピュリストに惹かれる

人々がいるのか、その理由を理解し、解決・対処を真剣に考えることが大切です。

■ポピュリズムによる統治のスタイル

ポピュリズムの台頭により自由・民主主義が浸食されている訳ですが、それはポピュリズムがそ

のイデオロギー実現のために採用する政策が原因となっています。浸食への対処方法を考えるため、

ポピュリスト政治家による統治のスタイルを分析します。

ポピュリスト政治家が一旦権力の座に就くと、以下 3 つの行動を取ります。

 国家機構を乗っ取ろうとする

 腐敗と『大衆恩顧主義』（市民の政治的支持を物質的な利得や官僚の依怙贔屓と交換し、

市民をポピュリストの 『クライアント』とする。縁故・コネ重視）

 市民社会を体系的に抑圧しようとする

ポピュリストは既存の法的政治的メカニズムに敵対的で、究極的には立憲主義に結びつく諸価値

である多数派の横暴の制約、抑制と均衡、マイノリティの保護、基本的人権、などに敵対的になる

可能性があります。ポピュリスト政治家が権力を握ると「（選挙で選ばれた）自分達こそが人民を

代表している。私の声が人民の声であり、それに反対する者は人民の声に反対する腐敗エリートで

ある」と主張するようになります。 裁判所がポピュリスト政権の行うことを違法と判断すると「お
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前達裁判所は（選挙で選ばれた訳でもないのに）人民の意思をないがしろにしている。そのような

輩は（選挙で選ばれた我々が）何とかしなければいけない」として、例えばイスラエルのネタニエ

フ首相は、イスラエル最高裁の権力を縮小する法改正を行おうとする、このような行動を取ります。

自分達ポピュリストを選挙で選んだ多数派の言っていることが正しく、それに反対するものは制

度（例えば司法）であれ少数派の意見（少数民族、宗教的少数派、など）であれ誤っている、とし

てそれらを攻撃する統治を行うようになります。「ポピュリズムは人民主権と多数派支配を強固に

擁護するが、少数派の権利や多元主義には反対する」「ポピュリストが立候補する時、彼らの怒り

は（彼らにとって）『本当』の人々ではないと見なされる民族的、宗教的マイノリティにまず向け

られる。そしていったん公職に就くと、その怒りは次の標的に向けられる。それは代表制の道徳的

独占（換言すれば選挙で勝利したポピュリストの政策実行）を邪魔している諸制度に対して向けら

れる」などの研究者見解があります。

少数派の人権を保証し、独裁を防ぐため特定の機関に権力が集中しないようにする憲法は、ポピ

ュリズムと相性が悪いため、ポピュリストによる攻撃対象となります。

比較憲法学という分野においては、ポピュリストが政権を握ったときにどのような憲法改正を行

おうとするのかが研究対象の一つとなっています。ポピュリストは自分達の政策実現の障害となる

仕組みを取り外そうとするので、代表例としては裁判所の権限を縮小する、あるいは裁判所内部に

自分達にとって都合の良い人物を送り込めるように制度を改革する、例えば米国の場合、最高裁判

事は 9 人おり、その中で自分達ポピュリストの政策を支持する判事が多数派を取れない場合「最高

裁判事の定員 9 名は憲法に規定されていないので、憲法を変えて最高裁判事を 15 名に増やし、新た

な 6 名は自分（ポピュリスト）が指名出来るようにしよう」といったことを行おうとする。このよ

うに、憲法を自分の都合の良いように変えようとするのがポピュリストですが、その場合、独裁者

のように手続きを無視してそれを行うのではなく、手続きは民主的なルールに従って行うのもポピ

ュリストの特徴です。そのようなやり方で憲法を改正し、その結果、司法の独立が縮小され、マイ

ノリティの人権の保証が奪われる、といったことが生じます。ポピュリズムは、リベラルな価値を

徐々に毀損し、自分達への権力集中を志向しますが、それが一気が実現されるわけではなく、徐々

に進行するという特徴があります。

■ポピュリズムへの対処

そのような世界観を持ったポピュリスト政治家やポピュリズムそのものと、どのように対峙し対

処てゆけば良いのか。興味深いことですが、ポピュリズムの研究者達は異口同音に「ポピュリズム

とは、きちんと戦わなければいけない」「ポピュリズムを蔑視して『奴らポピュリストと我々は異

なる』とレッテル貼りするだけでは問題の解決にはならない」と指摘します。

ポピュリズムへの対処法として、以下を挙げることができます。

対症療法：他国におけるポピュリストによる統治事例を詳細に研究し、その事例に対しどのよう

に対処するか、個別・具体的に考える。少数派の権利侵害や司法権の独立棄損に対しては、憲法学

における権利論、違憲審査基準論などを用いて対処する。

予防措置：ポピュリズム下で憲法改正が行えないような理論構築とルール作りを行う。南米コロ

ンビアの例では、大統領任期が 2 期 8年までであったところ、某大統領（人気のあった）が憲法を

改正し 3 期 12 年間大統領をした。この大統領が更にもう 1 期 4 年間続投すべく正規手続きを経て再

度憲法改正を行ったところ、コロンビア憲法裁判所が「その憲法改正は違憲である」との判断を下

しました。同一人物が 16 年間も大統領の座に居座るのは民主主義国家ではない。コロンビアは民主

的国家であると憲法に定められており、4 期 16 年の大統領を認めることは憲法改正ではなく憲法を
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取り換えることである。憲法を取り替えることは憲法違反である、との主張です。このような理論

構築を行っておけばポピュリスト政権による自分たちに都合の良い憲法改正を未然に防ぐ手立てと

なります。少数派の権利を擁護する文化を構築することも重要であると指摘されます。比較憲法分

野においては、どのように憲法をデザインすればポピュリストが憲法改正を行えないか、も研究さ

れています。例えば「憲法における基本原則」を変える場合の手続きと、「そうでない部分」を変

える場合の手続きを異なるものにしておき、基本原則変更は簡単には行えないようにする。世界的

にはこのような憲法を採用している国が多く、日本国憲法（憲法改正はその内容に依らず 96 条に定

める手続きに従って行う）はむしろ例外的です。憲法をこのようにデザインして、ポピュリスト政

権が簡単に憲法を変えられないようにしておく、更には憲法中に「改正禁止条項」を設け、これこ

れの条項は改正してはならない、とあらかじめ定めておく。有名な例はドイツ憲法で「憲法に定め

る人間の尊厳は、変えてはならない。それを侵す憲法改正は認めない」と定めています。

政治制度に関しては、ポピュリスト台頭を防ぐためには大統領制よりも議院内閣制のほうが良い、

と考えられています。大統領制の場合、一人のカリスマポピュリスト大統領が国民から選ばれ、そ

の大統領が議会と対立すると、国民の支持を背景に大統領が議会無視あるいは憲法改正といった行

動に走り易い。大統領制にはこのような弱点があり、特に南米諸国では大統領による独裁化が進む

事例も多くありました。米国においてはそうはならない、と従来は考えられていましたが、トラン

プ大統領の出現により、これが揺らいでいます。これに対し議院内閣制においては、国会議員によ

る議決によって国会議員の中から首相が選ばれるので、議会の多数派と内閣が基本的には一体で、

内閣（首相）と国会の対立が起こりにくく、政策遂行がスムースに行え、議会の信任が無ければ首

相はその地位を失うので、首相としては常に議会を意識せざるを得なくなる。民意の支持があれば

議会を無視しても良い、とはなりません。

原因除去：ポピュリズム研究の第一人者（ミュデ＆カルトワッセル）は、以下のように指摘しま

す。「一番大事な点は、ポピュリズムはしばしば正しい問いを発し、誤った答えを出していること

だ」 「ポピュリズムに対峙するための究極の目標は、ポピュリズムの供給を断つだけでなく、ポピ

ュリズムの需要を低下させることである」「リベラル・デモクラシーを本当に強くするのは、ポピ

ュリズムの需要を低下させることによるのだから」。

ポピュリスト政治家の支持者がポピュリズムに惹かれる理由は「現在の政治制度が、自分達をき

ちんと見てくれていない」との既存政治への不信の感覚で、このような感覚を持つ人々が増えれば

増えるほど、ポピュリスト政治家培養の素地が拡大します。政治不信の解消がポピュリズム対策の

最重要事項であろう、と考えられます。

環境浄化：ポピュリズムを促進させる環境を是正することが必要、との考え方もあります。ポピ

ュリズムは労組等の既成団体や主流派メディアに依存せず、インターネットを活用して有権者に直

接訴えかけます。このことに対処すべく、既存政党の立て直しと信頼確保、労組等中間団体の復権、

インターネットの規制、ジャーナリズムの強化、専門知の尊重、などを行う必要があります。

対話：ポピュリズム研究者達は以下のように指摘します。「ポピュリズムを排除すべきではなく、

ポピュリスト政治家が法に従っている限り、他の政治アクターに対すると同様、対話と対決が必要

である」「ポピュリズムに対処する最善の方法は、ポピュリスト政治家の主張をよく聴き、大衆が

持つ不満を理解し、それらに対してリベラル・デモクラシーに相応しい回答を提示することである」。

繰り返しになりますが、ポピュリズムに対処する場合にやってはならない禁じ手は「奴らはポピュ

リストだから」とレッテルを貼って蔑視することで、それを行えばポピュリストが主張する「我ら

潔癖な人民と、奴ら腐敗したエリート」との 2 項対立構図をさらに先鋭化させるだけになります。

レッテル貼りはせず、彼らの主張を聴き、回答を示す。簡単ではありませんがそのようにすること
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が、将来は日本でも生じることになるかもしれない「権威主義化」を防ぐ重要な手立てになると考

えます。

■まとめ

 世界でどのように権威主義化、自由・民主主義の浸食が進んでいるのかを見るため、まず、民

主主義や権威主義などの基本用語を確認しました。

 何をもって民主主義の侵食・後退が進んでいるかを語るためには実証的なデータが必要であり、

それを確認しました。

 民主主義の侵食・後退の要因として（その全てではないが）ポピュリズムの台頭が指摘されて

おり、ポピュリズムとは何か、ポピュリストが政権に就くと何をするか、を検討しました。

 ポピュリズム台頭ががなぜ民主主義の侵食・後退につながるのか、そのメカニズムを考え、そ

の理解に基づき、ポピュリズムに対処する方法を考えることができるようになる。そのことを

学びました。

ポピュリズム研究の第一人者であるヤン=ヴェルナー・ミュラーは、著作本の日本語版序文で以下

のように指摘しています。 「ポピュリスト支持者たちを不用意に『惨めな人びと（deplorables）』

と呼んで退けないようにしよう。普段は交わらない人たちと話そう。もし彼らが不正の犠牲者だと

信じるに足る理由があったならば、政府や政党にその不正をたださせよう」。以上を持ちまして私

の講義を終えさせて頂きます。有り難うございました。

【質疑応答】

Q1： 第 1次世界大戦後の敗戦国ドイツで民主的なワイマール憲法が制定され、それに基づきヒトラ

ーが合法的に権力を握り、ナチスドイツの全体主義に走りました。どの時点で民主主義から全体主

義への逆戻りできない反応が生じたのか、また、現在の米国トランプ政権は、第 1 次大戦後にヒト

ラーを輩出したドイツの状況と似ているのではないかと感じますが、ご見解をお聞かせください。

A1： 1919 年に制定されたワイマール共和国憲法は、当時としては先進的な内容を持ち、社会権の

保証を世界で初めて定めました。ですが、ワイマール憲法に理想的なことは規定されていますが、

現実のドイツは多額の賠償金支払いにより社会権保証を実現出来るだけのお金が無く、同憲法は意

味が無いではないか、との感覚が当時のドイツ社会に拡がりました。その後、1929 年の世界大恐慌

によりドイツは更なる不況にあえぐ事になりました。そうした中で、現状打破のために強い指導者

が求められ、ヒトラーが台頭してきた、と理解されています。ワイマール憲法には「緊急時には議

会を通さず大統領が命令を作れる」との条文があり、ナチスはこれをたくみに利用して議会を通さ

ず色々なことを行うようになりました。最終的には「全権委任法」を制定してヒトラーのナチスド

イツに立法権を含めて全権が委任され、合法的に独裁体制に入って第 2 次大戦の悲劇が生まれまし

た。ワイマール憲法は内容面で先進的で優れたところもあったが、統治面では独裁者の出現を防ぐ

ことが出来ず、欠陥もあったと考えられます。米国の現状をナチスドイツと比較した場合、トラン

プ大統領は現在 2 期目で、米国憲法では同一人は大統領を 2 期迄しか勤められない、と定められて

います。したがってトランプ氏は次期大統領選には出馬できず、大統領の権力を持ち続けることは

基本的には出来ません。トランプ氏はこれに対する抜け道を現在必死に捜していて、例えば自身は

次期副大統領に任命してもらい、次期大統領がやめる事態になったら副大統領である自分が大統領

に昇格してもう 1 期行う、そんな事を考えています。あの年令でそこまでやるという事になったら、

それはそれで凄いことですが、そのような戦法を取れないように、法理論を構築する、あるいは憲

法解釈をより明確にしておく、それにより防ぐことは出来ると思います。米国の場合、ナチスドイ

ツのような方向に行くことはないであろうと、私は楽観的に見ています。
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Q2：世界的なポピュリズムの台頭には、大きな背景として経済的格差の拡大があるのではないか、

また、ポピュリズムを加速させるツールとして SMS 等のソーシャルメディアの普及があるのではな

いか、と思うのですが、先生のお考えは如何でしょうか。

A2： 仰る通りであると考えます。重要な 2つの課題として、①経済的不平等・格差が現状の政治に

対する大きな不満要素の一つであり対処が必要、また②ソーシャルメディアなど ICT 基盤インフラ

について考える必要がある、と私は考えております。この他に、選挙制度が現職有利になって投票

者の意見が排除されているとの感覚、不平等感に基づく排外主義（自分達はこんなに苦労している

のに移民たちは優遇されている、との感覚）、など、それらの中にはフェイクニュースで形づくら

れたものもあるかもしれませんが、それらの諸問題に個別に対応し、総体としてポピュリズム台頭

に対応してゆくことも重要と考えております。

Q3：民主主義の衰退・制度疲労のみならず、例えば中国のような「国家資本主義」が高速で経済成

長している、インターネット等の技術の発展がそのこと（自国民を効率的に支配して高速経済成長

につなげること）を支えている、経済成長における各国の制度と時間対効果について今日では議論

となっている、と思うのですが、お考えは如何でしょうか。

A3： これまで民主主義は、制度として望ましいという点に加え、民主主義のほうが経済が発展し国

が豊かになる、と想定されていました。ところが例えば中国のように、権威主義国家の代表のよう

な国が経済発展する、またコロナパンデミック時には中国のほうが対応が迅速である、という現実

をまのあたりにしますと、そのような権威主義的体制に惹かれる国が生じてくる、民主主義体制を

取り戻すとの考えがもはや時代遅れなのではないか、との考えが出てくることも理解はできます。

現在その文脈でどんな議論がされているかというと、もはや民意をはかるために選挙は不要で、ビ

ッグデータによる「無意識民主主義」、デモクラシーではなくアルゴリズムによるアルゴクラシー

で統治すれば良いのではないか、といった考えも出されています。ご指摘の通り、このように、民

主主義は時代遅れとの議論もなされているのが現状ですが、私としては、まだ民主主義に賭けてい

たいと思っております。

Q4： 元々は民主主義であった国家が権威主義化する場合、教育水準と教育内容が影響を及ぼしてい

る可能性はあるでしょうか?

A4： 権威主義化が進んでいる国において、教育内容がそのことに影響を及ぼしている可能性はある

と思います。例としてロシアでは、2020 年に大きな憲法改正を行い、「祖国の英雄を批判すること

は違法である」との規定を加えました。過去にナチスドイツと戦ったソ連の英雄を批判してはなら

ない、ということで、特定の歴史を造ってゆく。ポーランドも同様に、憲法改正によって「正しい

ポーランドの歴史はこれこれである、これに反対することは間違いである」と憲法レベルで規定す

る。それによって現体制を支持するような仕組みを作り上げてゆく。そういう事を行っている国は

幾つもあるので、教育が権威主義化と関わっている、ということはご指摘の通りと思います。

歴史を法律で確定させる、例として「ホロコーストは有った。ホロコーストが無かったことは認め

ない」と法律で規定しておく、そのようなことを行っている国は少なからずありますが。この手法

を転用して、上記ロシアのように、自分達支配者の統治体制を強化しているのが、権威主義国家の

やり口です。それにどう対応するか、教育はそのことと大きく関わっており、今後の宿題と考えて

おります。
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横大道 聡 （よこだいどう さとし）先生のプロフィール

横大道 聡（YOKODAIDO Satoshi）先生 https://k-ris.keio.ac.jp/html/100013469_ja.html

所属： 慶應義塾大学大学院法務研究科（法科大学院）・教授

学位： 博士（法学）（慶應義塾大学、2011 年）

研究分野：公法学（憲法）

学歴・経歴

1998 年に青山学院大学法学部を卒業後、慶應義塾大学大学院法学研究科へ進学し、2004 年に修

士課程を修 了。2007 年に同博士課程を単位取得退学し、同年 4 月より鹿児島大学教育学部の専

任講師、2009 年 10 月より同准教授。2015 年 4 月より慶應義塾大学大学院法務研究科の准教授、

2018 年 4 月より教授（現職）。武蔵野大学客員教授（2025～2028 年）、アイルランドのダブリ

ン大学トリニティ・カレッジ・ロースクール客員研 究員（2022～2023 年）。

研究テーマ・キーワード

専門は憲法であり、特に以下のテーマを中心に研究している。

 表現の自由（博士論文のテーマでもあり、アメリカにおける表現の自由論の展開を研究）

 比較憲法

 政治部門による憲法解釈、政治における憲法

 その他（「記憶の法」、憲法教育など）

主書・論文

 単著：『現代国家における表現の自由』（弘文堂、2013 年）

 共著：『憲法 I 総論・統治〔第 3 版〕』・『憲法 II 人権〔第 3 版〕』（日本評論社、

2026 年）、『憲法 人権編』（弘文堂、2026 年）、『憲法のリテラシー』（共著、有斐閣、

2022 年） など

 編著：『教養憲法』（弘文堂、2024 年）、『憲法判例の射程』（弘文堂、2020 年）

 共編著：『合理的配慮と憲法』（共編著、ナカニシヤ出版、2025 年）、『グローバル化の

なかで考える憲法』（弘文堂、2021 年） など

 監訳書：ヤニヴ・ロズナイ『憲法改正が「違憲」になるとき』（弘文堂、2021 年）

 論文：「ポピュリズムと向かい合う憲法学」（2026 年）、「軍隊における信教の自由の保

障と政教分離」（共著、2026 年）、Article 9 of the Japanese Constitution and

Constitutional Scholarship in Japan (2025), ConstitutionalAmendments Contrary to

Constitutionalism: The Political Nature of Unconstitutional ConstitutionalAmendment

in Japan (2024) など

https://k-ris.keio.ac.jp/html/100013469_ja.html

